
様式第１号（その１）（第３条関係）
環境影響評価調査計画書
年　　月　　日作成
１　事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）
２　対象事業の名称、目的及び概要
　⑴　対象事業の名称
　⑵　対象事業の目的
　⑶　対象事業の実施区域
　⑷　対象事業の規模
　⑸　対象事業の実施期間
　⑹　対象事業の実施方法
３　調査項目
４　調査方法
５　環境の保全についての配慮事項

様式第１号（その２）（第３条関係）
環境影響評価調査計画書
年　　月　　日作成
１　都市計画決定権者の名称
２　都市計画対象事業の名称、目的及び概要
　⑴　都市計画対象事業の名称
　⑵　都市計画対象事業の目的
　⑶　都市計画対象事業の実施区域
　⑷　都市計画対象事業の規模
　⑸　都市計画対象事業の実施期間
　⑹　都市計画対象事業の実施方法
３　調査項目
４　調査方法
５　環境の保全についての配慮事項

様式第２号（その１）（第８条関係）
環境影響評価準備書
年　　月　　日作成
１　事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）
２　対象事業の名称、目的及び内容
　⑴　対象事業の名称
　⑵　対象事業の目的
　⑶　対象事業の実施区域
　⑷　対象事業の規模
　⑸　対象事業の実施期間
　⑹　対象事業の実施方法
３　関係地域
４　調査計画書についての環境の保全の見地からの意見を有する者の意見の概要
５　調査計画書についての市長の意見
６　４及び５の意見についての事業者の見解
７　環境影響評価の調査項目及び調査方法
８　７の選定についての市長の技術的な助言の内容
９　調査の結果の概要並びに予測及び評価の結果
１０　環境の保全のための措置
１１　対象事業の実施による影響の総合的な評価
１２　事後調査の計画
１３　環境影響評価の受託者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

様式第２号（その２）（第８条関係）
環境影響評価準備書
年　　月　　日作成
１　都市計画決定権者の名称
２　都市計画対象事業の名称、目的及び内容
　⑴　都市計画対象事業の名称
　⑵　都市計画対象事業の目的
　⑶　都市計画対象事業の実施区域
　⑷　都市計画対象事業の規模
　⑸　都市計画対象事業の実施期間
　⑹　都市計画対象事業の実施方法
３　関係地域
４　調査計画書についての環境の保全の見地からの意見を有する者の意見の概要
５　調査計画書についての市長の意見
６　４及び５の意見についての都市計画決定権者の見解
７　環境影響評価の調査項目及び調査方法
８　７の選定についての市長の技術的な助言の内容
９　調査の結果の概要並びに予測及び評価の結果
１０　環境の保全のための措置
１１　都市計画対象事業の実施による影響の総合的な評価
１２　事後調査の計画
１３　環境影響評価の受託者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）


様式第３号（その１）（第２８条関係）
環境影響評価書
年　　月　　日作成
１　事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）
２　対象事業の名称、目的及び内容
　⑴　対象事業の名称
　⑵　対象事業の目的
　⑶　対象事業の実施区域
　⑷　対象事業の規模
　⑸　対象事業の実施期間
　⑹　対象事業の実施方法
３　関係地域
４　調査計画書についての環境の保全の見地からの意見を有する者の意見の概要
５　調査計画書についての市長の意見
６　４及び５の意見についての事業者の見解
７　環境影響評価の調査項目及び調査方法
８　７の選定についての市長の技術的な助言の内容
９　調査の結果の概要並びに予測及び評価の結果
１０　環境の保全のための措置
１１　対象事業の実施による影響の総合的な評価
１２　事後調査の計画
１３　環境影響評価の受託者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）
１４　準備書についての環境の保全の見地からの意見を有する者の意見の概要
１５　市長意見書に記載された意見
１６　１４及び１５の意見についての事業者の見解

様式第３号（その２）（第２８条関係）
環境影響評価書
年　　月　　日作成
１　都市計画決定権者の名称
２　都市計画対象事業の名称、目的及び内容
　⑴　都市計画対象事業の名称
　⑵　都市計画対象事業の目的
　⑶　都市計画対象事業の実施区域
　⑷　都市計画対象事業の規模
　⑸　都市計画対象事業の実施期間
　⑹　都市計画対象事業の実施方法
３　関係地域
４　調査計画書についての環境の保全の見地からの意見を有する者の意見の概要
５　調査計画書についての市長の意見
６　４及び５の意見についての都市計画決定権者の見解
７　環境影響評価の調査項目及び調査方法
８　７の選定についての市長の技術的な助言の内容
９　調査の結果の概要並びに予測及び評価の結果
１０　環境の保全のための措置
１１　都市計画対象事業の実施による影響の総合的な評価
１２　事後調査の計画
１３　環境影響評価の受託者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）
１４　準備書についての環境の保全の見地からの意見を有する者の意見の概要
１５　市長意見書に記載された意見
１６　１４及び１５の意見についての都市計画決定権者の見解


様式第６号（その１）（第３２条関係）
対象事業廃止届出書
年　　月　　日
　　（あて先）さいたま市長
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　
法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名


電話番号
　　対象事業を実施しないこととしたので、さいたま市環境影響評価条例第２６条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。
	対象事業の名称
	

	廃止年月日
	

	廃止の理由
	




様式第６号（その２）（第３２条関係）
都市計画対象事業廃止届出書
年　　月　　日
　　（あて先）さいたま市長
　　　　　　　　　　　　　　　都市計画決定権者の名称　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　担当課所名
　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　担当者職・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　都市計画対象事業を都市計画に定めないこととしたので、さいたま市環境影響評価条例第２６条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。
	都市計画対象事業の名称
	

	廃止年月日
	

	廃止の理由
	




様式第７号（その１）（第３２条、第３６条関係）
対象事業変更届出書
年　　月　　日
　　（あて先）さいたま市長
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　
法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名


電話番号
　　対象事業を対象事業以外の事業に変更したので、さいたま市環境影響評価条例第２６条第１項
３３条第１項

　　　　　　　の規定により、次のとおり届け出ます。
	対象事業の名称
	

	変更後の事業の概要
	

	変更年月日
	

	変更の理由
	




様式第７号（その２）（第３２条、第３６条関係）
都市計画対象事業変更届出書
年　　月　　日
　　（あて先）さいたま市長
　　　　　　　　　　　　　　　都市計画決定権者の名称　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　担当課所名
　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　担当者職・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号が対象事業に該当しないこととなった
を対象事業以外の事業に変更した

　　都市計画対象事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　ので、さいたま市環境
影響評価条　　　　　　　　の規定により、次のとおり届け出ます。第２６条第１項
第３３条第１項

	都市計画対象事業の名称
	

	変更後の事業の概要
	

	変更年月日
	

	変更の理由
	





様式第８号（第３２条、第３６条関係）
対象事業引継届出書
年　　月　　日
　　（あて先）さいたま市長
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　
法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名


電話番号第２６
第３３

　　対象事業の実施を他の者に引き継いだので、さいたま市環境影響評価条例　　　条第１項
条第１項

　　　　　の規定により、次のとおり届け出ます。
	対象事業の名称
	

	引継年月日
	

	引継の理由
	

	新たに対象事業の実施を引き継い だ者
	氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
	

	
	住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
	

	
	電話番号
	



様式第１０号（その１）（第３４条関係）
対象事業着手届出書
年　　月　　日
　　（あて先）さいたま市長
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　
法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名


電話番号
　　対象事業に着手したので、さいたま市環境影響評価条例第３２条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。
	対象事業の名称
	

	着手年月日
	

	完了予定年月日
	




様式第１０号（その２）（第３４関係）
都市計画対象事業着手届出書
年　　月　　日
　　（あて先）さいたま市長
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　
法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名


電話番号
　　都市計画対象事業に着手したので、さいたま市環境影響評価条例第３２条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。
	都市計画対象事業の名称
	

	着手年月日
	

	完了予定年月日
	




様式第１１号（その１）（第３４条関係）
対象事業完了届出書
年　　月　　日
　　（あて先）さいたま市長
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　
法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名


電話番号
　　対象事業が完了したので、さいたま市環境影響評価条例第３２条第４項の規定により、次のとおり届け出ます。
	対象事業の名称
	

	完了年月日
	

	供用開始予定年月日
	




様式第１１号（その２）（第３４条関係）
都市計画対象事業完了届出書
年　　月　　日
　　（あて先）さいたま市長
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　
法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名


電話番号
　　都市計画対象事業が完了したので、さいたま市環境影響評価条例第３２条第４項の規定により、次のとおり届け出ます。
	都市計画事業の名称
	

	完了年月日
	

	供用開始予定年月日
	




様式第１２号（その１）（第３５条関係）
環境保全措置実施状況報告書
年　　月　　日
　　（あて先）さいたま市長
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　
法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名


電話番号
　　環境保全のための措置の実施状況について、さいたま市環境影響評価条例第３２条第２項の規定により、次のとおり報告します。
	対象事業の名称
	

	着手年月日
	

	完了予定年月日
	

	工事の進行状況
	

	環境の保全のための措置の実施状況
	




様式第１２号（その２）（第３５条関係）
環境保全措置実施状況報告書
年　　月　　日
　　（あて先）さいたま市長
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　
法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名


電話番号
　　環境保全のための措置の実施状況について、さいたま市環境影響評価条例第３２条第２項の規定により、次のとおり報告します。
	都市計画対象事業の名称
	

	着手年月日
	

	完了予定年月日
	

	工事の進行状況
	

	環境の保全のための措置の実施状況
	





様式第１３号（その１）（第３６条関係）
対象事業中止届出書
年　　月　　日
　　（あて先）さいたま市長
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　
法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名


電話番号
　　対象事業を中止したので、さいたま市環境影響評価条例第３３条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。
	対象事業の名称
	

	中止年月日
	

	中止の理由
	

	対象事業の実施
区域の現況
	

	中止後の措置
	




様式第１３号（その２）（第３６条関係）
都市計画対象事業中止届出書
年　　月　　日
　　（あて先）さいたま市長
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　
法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名


電話番号
　　都市計画対象事業を中止したので、さいたま市環境影響評価条例第３３条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。
	都市計画対象事業の名称
	

	中止年月日
	

	中止の理由
	

	都市計画対象事業の実施区域の現況
	

	中止後の措置
	





様式第１４号（その１）（第３７条関係）
氏名等変更届出書
年　　月　　日
　　（あて先）さいたま市長
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　
法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名


電話番号
　　氏名等を変更したので、さいたま市環境影響評価条例第３４条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。
１　対象事業の名称
２　事業者
	氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）
	変更前
	

	
	変更後
	

	住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
	変更前
	

	
	変更後
	

	変更年月日
	


３　受託者
	氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）
	変更前
	

	
	変更後
	

	住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
	変更前
	

	
	変更後
	

	変更年月日
	



様式第１４号（その２）（第３７条関係）
氏名等変更届出書
年　　月　　日
　　（あて先）さいたま市長
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　
法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名


電話番号
　　氏名等を変更したので、さいたま市環境影響評価条例第３４条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。
１　都市計画対象事業の名称
２　事業者
	氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）
	変更前
	

	
	変更後
	

	住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
	変更前
	

	
	変更後
	

	変更年月日
	


３　受託者
	氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）
	変更前
	

	
	変更後
	

	住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
	変更前
	

	
	変更後
	

	変更年月日
	




様式第１５号（その１）（第３８条関係）
事後調査書
年　　月　　日
１　事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）
２　対象事業の名称、目的及び内容
　⑴　対象事業の名称
　⑵　対象事業の目的
　⑶　対象事業の実施区域
　⑷　対象事業の規模
　⑸　対象事業の実施期間
　⑹　対象事業の実施方法
３　関係地域
４　事後調査の計画
５　事後調査の結果の概要
６　事後調査の結果の総合的な評価
７　事後調査の結果により環境に及ぼす影響の程度が著しいことが明らかとなった場合の措置
８　事後調査の受託者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

様式第１５号（その２）（第３８条関係）
事後調査書
年　　月　　日
１　都市計画決定権者の名称
２　都市計画対象事業の名称、目的及び内容
　⑴　都市計画対象事業の名称
　⑵　都市計画対象事業の目的
　⑶　都市計画対象事業の実施区域
　⑷　都市計画対象事業の規模
　⑸　都市計画対象事業の実施期間
　⑹　都市計画対象事業の実施方法
３　関係地域
４　事後調査の計画
５　事後調査の結果の概要
６　事後調査の結果の総合的な評価
７　事後調査の結果により環境に及ぼす影響の程度が著しいことが明らかとなった場合の措置
８　事後調査の受託者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

様式第１６号（その１）（第４１条の２関係）
事後調査引継届出書
年　　月　　日
　　（宛先）さいたま市長
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　
法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名


電話番号
　　事後調査の手続等を引き継いだので、さいたま市環境影響評価条例第３９条の２第２項の規定により、次のとおり届け出ます。
	対象事業の名称
	

	対象事業に係る土地又は工作物を渡し受けた者の住所、氏名
（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名
	

	引渡年月日
	

	引渡した土地又は工作物
	

	引き継ぐ事後調査手続の内容
	




様式第１６号（その２）（第４１条の２関係）
事後調査引継届出書
年　　月　　日
　　（宛先）さいたま市長
都市計画決定権者の名称　　　　　　　　　
担当課所名
所在地
担当者職・氏名
電話番号

　　事後調査の手続等を引き継いだので、さいたま市環境影響評価条例第３９条の２第２項の規定により、次のとおり届け出ます。
	都市計画対象事業の名称
	

	都市計画対象事業に係る土地又は工作物を渡し受けた者の住所、氏名
（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名
	

	引渡年月日
	

	引渡した土地又は工作物
	

	引き継ぐ事後調査手続の内容
	




様式第１７号（第４６条関係）
（表）
	第　　　　号
身 分 証 明 書
写真

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　属
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名

上記の者は、さいたま市環境影響評価条例第５３条第１項の規定により、検査を行う者であることを証明する。
　　年　　月　　日発行
　　有効期限　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さいたま市長　　　　　印


（裏）
	さいたま市環境影響評価条例（抜粋）
　（報告の徴収及び立入検査）
第５３条　市長は、この条例の施行に必要な限度において、事業者又は都市計画決定権者に対し、必要な報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に対象事業が実施される区域若しくは事業者の事務所に立ち入り、必要な検査をさせることができる。
２　前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示しなければならない。
３　第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。







様式第１８号（第４８条関係）
公開同意書
　　年　　月　　日 
（宛先）さいたま市長
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　　
法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名


電話番号
次の環境影響評価関係図書について、さいたま市環境影響評価条例施行規則第４８条の規定により、次のとおり公開することを同意します。
· 市ウェブサイトへの公開
· 中央図書館及び関係地域が含まれる区内の図書館での公開
（図書名）

＜著作権及び公衆送信権への留意＞
	著作権保護の明示
	□　要　　・□　不要

	引用著作物の有無
	□　有　　・□　無
	有の場合
・引用著作物
（　　　　　　　　　　　　）
・著作権者
（　　　　　　　　　　　　）
・不許諾の理由
（　　　　　　　　　　　　）

	国土地理院への複製承認申請の必要
	□　有　　・□　無
	有の場合
承認番号
（　　　　　　　　　　　　）


＜ウェブ上の取り扱い＞
	ファイルの印刷
	□　可　・□　不可

	ファイルのダウンロード
	□　可　・□　不可






【備考】
本図書の公開は、後続事業の効果的かつ効率的な環境影響評価の実施に資するものであり、後続事業の円滑な実施につながるものです。
様式第１９号（第４９条関係）
公開取消申出書
年　　月　　日
（宛先）さいたま市長
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　　
法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名


電話番号



年  月  日付で公開の同意をしました、次の環境影響評価関係図書について、さいたま市環境影響評価条例施行規則第４９条の規定により、当該図書の公開を取り消すことを申し出ます。

（図書名）

